




















































































げて解釈を しか 、遡及適用が絶対的に禁止されることには 疑問も呈されています。税法は形式的に 遡及適用されているが、実質的にみると、あらかじめその内容についてメディア等により予測可能であったという場合があります。この場合には予測可能性は害されておらず あえて憲法に反して無効とするような必要 はないというこ です。そこで、八四条に違反してその税法が無効 なる めには、遡及によって著しく法的安定性が害されることが必要になってくるとの指摘があります。更 予測可能 や 的安定性を犠牲にしてもあえて、遡及をす 必要性が国会で議論され、法律として結実し いるならばこれを優先して、遡及適用も十分可能ではないかとの主張もみら ます。すなわち、民主的正統 という視点です。 ま 、八四条の遡及適用の禁止の内容は 遡及の程度や遡及を認めるべき政策配慮等を総合考慮しながら判断すべき うことです。更に、裁判になった場合には、司法審査の方法や審査基準も問題になると思います。　
税法は、私人の経済活動を決定する。とすれば、これを財
産権の問題と捉えることは可能であろう 思います。上述し
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正当性について審査を行っています。当初は、 を目的としているのであれば、財産権に対す 制約がなされたとしても、憲法に違反しな としていました。次に たとえ目的が正しかったとしても、その手段の相当性 検討 判例の流れ あろうかと思います。 、手段の相当性が問題となったのが昭和五三年の事後法における 制約で




















は、費用を排出工場に負担させるこ は適法 あると ました。その時にも、 『総合的勘案』がなされま たが 結局は原因行為者に費用 をさせるということ 、社会 公平の観点から許されるとしています。　
以上のような、財産権への遡及的不利益変更に関する議論
を踏まえて、税法の遡及適 について考えて ます。まず下級審判決について紹介して きます。東京地判昭和三六年四月二六日においては、従来課税されなかっ 公益法人の事業に対し、新た 、収益を目的とする事業については、課税されることになりました。遡及は、昭和二四年五月三一日施行されたものを 四年度の、事業開始年度から課税 るということです。一年間を通して に課税する場合 その途中で、法律が変更されても関係事業は変更されない。そこでこうした期間税については、法律が変わっても結局はその一年に対しての税金なので不利益は少ないとし ます 次








について、四月二二日に決定 て四〇〇円から一二〇〇円に変更し、それを一 一日に遡及することは許されるとしました。要するに来年に持ち越さないで、その年 ら値上げをて払わせるということです。こ ついても 当該年度の初日が賦課期日であり、変更も一般の経済水準からすれば軽微な不利益とされました。　
上述の平成二三年最高裁判決と同様の事件が、福岡地判平




して最終的に税金を課すというシステムがとられているので、この間に税法を変更 ることは許される しています。損益通算の廃止が得られるという『期待値』が裏切られただけで、最終的な義務 変更されたということにはならないということです。一方、原告は、取引行為時に支配していた法律を信頼して取引をするので、 法の遡及により思わぬ不利益が及んだと主張しています。福岡地裁は二〇年一月二九（
13）





納税者の地位を変更しまた、法的安定性を害することがあり、これについては、憲法八四条・租税法律主義の趣旨 及ぶとしています。その上で、事後法による財産権の制約を問題とした昭和五三年判決が引用されています。そして、こで示された「総合的勘案」を本件におい も行い、遡及は三カ月と比較的短いこと、遡及的に され のは納税義務そのものではなく税負担軽減を期待しうる地位であったこと、等が指摘されています。　
最後に、最一判平成二三年の判旨の確認と若干の検討を








旨」から導き出されるとすることによって遡及的な課税立法の禁止は絶対的ではなく、相対的であるとの解釈を引き出しています。そして、この相対性を前提に、具体的な遡及立法が禁止されるかどうかは「総合的勘案」によって決定されるとしています。そして、総合的勘案にあたり、本件において遡及的に変更されるの 「納税者の義務それ自体」ではなく、暦年終了時に、これまでどおり 租税負担で済むことを「期待しうる地位」であることを強調しています。このことは、上述の昭和五三年判決が、事後法によって制限され のは「すでに成立した売買契約に基づく権利」ではなく、 「国の売払いの意思表示」等が必要と であるとしていたことと軌を一 しています。【質疑応答】質問者Ａ「概略 は言 ながら詳細な報告をしていただきましたが、質問などありませんか。 」報告者「憲法判断は、当事者の権利救済に必要な限り おいてなされますが、その救済 ために 統治機構の保障である八四条を援用する適格があるかどうかも議論されるべきです。日本は、具体的審査制をとってい すがこの制度では、当事者の権利救済が中心となるはずです。租税法律主義は、制度保障だと思います。その制度に、遡及適用の禁止 盛り
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込まれているとしても、それを実際の当事者が裁判で援用できる権利でしょうか。ここで思い出されるのはレペタ事件です。裁判の公開は制度保障とされ、制度保障だからこれを当事者は裁判におい 援用できないとさ ました。これに対して、政教分離が問題になった事件では、住民訴訟が提起され、その客観的な制度保障の内容について細かく判断がなれました。具体的審査 における憲法の制度保障の審査はどのように行うべきなのか先生方の御意見を戴きたいところです。 」質問者Ｂ「統治の条文だから統治、人権の問題だから人権という区別は、最高裁はそれほど意識はしてないと思います。また、憲法研究者もどこまで意識して た か疑問がありす。 」報告者「アメリカの場合は、制度保障という考え方はとっていません。レペタ事件で 裁判公開 は制度保障なの当事者が援用できないとし、あくまで表現の自由・知る自由という人権侵害の観点から検討がなさ でも、住民訴訟が使えない場合には、消極的な姿勢を示しています。日本の場合には、裁判所のゲイトを ぐる とができるかという問題と、ゲイトをくぐった後に当事者はいかなる理由からどのような憲法問題を提起できるか いわゆる原告適格と争点適格 区別が不明確なような気がしま 今回、最高裁は、原告 は ないケース した で、八四条
の制度保障をめぐる争点適格の問題についてはほとんど考慮せず実体判断していると思います。 」質問者Ｂ「人権保障をどのように構築していくか、そのとらえ方が重要だと思います。制度全体が人権保障 なっ いるという見方をすれば、統治機構の条文でも について、人権の規定でもその客観的な側面について裁判ができるだろうし、今までもそうした視点から最高裁も判断してきたのではないかと思っています。 」報告者「日本 学者はドイツの影響が非常に強いと感じます。憲法判断に先立ち入口のスタンディングは丁寧に審査しますが、スタンディングがクリアできる 後は法の客観的な意味を追求しようとする傾向があると思います。この客観的意味の追求と法律の文面審査が一般のように感じてす。このことは、必ずしも訴訟当事 の権利救済に有利にたらいてい い 思います。憲法訴訟は、具体的な法律に関し、その憲法上の是非 幅広く検討する はなく、法律が侵害 た当事者の憲法上の権利を救済するこ 一番 目的ではないでしょうか。 」質問者Ｂ「確かに、ドイツ 場合、憲 裁 も憲法保障の一環だということが前面に現れます。その方法は、抽象的審査等も含めて様々 手続きに分 て あくまで憲法裁判は、人権保障でありなが 客観的秩序を守る、憲法の保障を守るということに落ち着くと思います。宮原先生は人権
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保障を強調されていますが、裁判所は憲法の客観的な秩序の形成に意識があると思 。 」報告者「憲法裁判による、憲法の客観的保障というのは、聞こえはいいけども、当事者の利益が犠牲になるこ が少なくないので な かということです。 訴訟になった場合に、法律 規制を受 ようとす 当事者の行為が、憲法によって守られているかが一番重要な視点であるはずです。ところがこの視点がいつの間 か失われ、そ 事件に適用される条文が、一般的に憲法に違反してるかどうかに力点が移ってい と思います。こ は、立法過程における審査の方 で憲法訴訟には適しないと思います。三権分立を考えても、最初に国会が一般的に妥当する法律を定め、具体的な事件に適用される中で当事者の人権を侵害する場合に適用違憲 出す。一般性と個別性の観点から法律の内容を充実させていくのではないでしょうか。 」報告者「当事者の提起する 実に即した憲 判断 、当事者の権利救済にふさわしいだけでなく、裁判所の限界を示してもいます。同様 、財政 ついても裁判所は消極 です。国家財政の問題については、立法者が、国民 対 政治責任を負うべきだということです。そこで、人権と財政 かかわった問題について最高裁判所は違憲判決を示さない傾向がありますが、この意味はそ 法律が積極的に合憲ということではなく、政治部門に投げ返すと う意味であることが多い
のではないでしょうか。 」報告者「裁判所の示す憲法判断は、純粋に憲法問題をとりだした判断ではないと思います。たとえば、妊娠中絶の問も、子供を産むか産まないかの権利は、憲法上の権利だと言っても、施術への補助金や医療保険等がかかわれば問題は複雑になる。妊娠中絶を直接は禁止しないが 法定の手続きを経ないで中絶をした人について 保険がおりないなどです。これらは財政的な援助 より、中絶を禁止する方向の政策で 側面、間接からですが中絶の自由に干渉していることに違いはありません。しか 、憲法訴訟に った場合、これら規制立法 財政 を理由に合憲とされがちで な でしょうか。財政支出の問題が絡んだ場合には、要注意だと思います。 」質問者Ｃ「今回の先生が取り上げた租税の問題と、それから遡及の 題は憲法学 中や租税法学の中だけで扱えるよう問題ではなく、現代 の、一般原則が全部絡んできてしまうような、とてつもない大きな問題と感じまし 。資本主義は基本的には、 『ある』 、 『ない』 、 『余ってる』 『足りない』 、そういう差を用いて金儲けをする経済システムです。日本も含めた資本主義社会のシステムという は差 いうもの いかにして、守り続け、維持しながら社会というものを動かていくかが根本にある。そうすると 何が大切かと うと、時間の固定化です。こ した観点から、遡及原則 、予測






ければならないのに、通達で変更することに最高裁はどう考えているのでしょうか。 」報告者「租税法律主義は、その国民 代表の定めでなければ、課税されないということが基本です。そこで、通達課税は本来許されな 。ただ 、国民代表の定めた法律の意味を実務家である行政機関が明らかにする、こ 限りで 通達は必要性があり許されるはずです。最高裁のパチンコ球遊戯事（
15）























則があるが、その つに「事後法」の禁止がある。行為後に施行された刑罰法規により施行前の行為を処罰してはならないという原則る（憲法三九条） 。これは行為 時に適法であった行為について遡って処罰することを禁じる とであり（ 「遡及処罰の禁止」 ） 、人が法律を目安として自由に行動する とを保障するという（ 「行動 予測可能性」 ）自由主義的要請 基づく。こ 原則がなければ行為 時に適法であったのに後から立 がなされ処罰する恐れ あれば人 これをおそれて活動ができなくなるからである。判例の変更 ついても遡及処罰の禁止をすべき する見解がある。判例のうちでも最高裁は事実上、後の判例に対し 拘束力があり、国民は を将来 行動 目安とする。そ ためその変更は行動の予測可能性を奪うと共に法秩序
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